































月、 市 町（下関市及び豊浦郡 町（菊川町、豊田町、豊浦町、豊北町））の合併によ
り、市の区域が旧市域の 倍、 へと大幅に広域化した。この面積は東京都
（ ）の約 分の に匹敵し、都の区部（ ）を上回る広さである。 年










以来 年が経過し、この間、 年 月には 地域内分権の推進方向 が策定され、次い
で市の全域（本庁 地域、総合支所 地域、支所 地域及び つの離島の計 地区）にわた
り市長や市職員が出向いて まちづくり集会 を重ね、 年 月には 住民自治によるま
ちづくり推進計画 の策定及び 住民自治によるまちづくりの推進に関する条例 の施行に
いたった。
まちづくり協議会は、 年 月に市の中東部、旧 町の一つ菊川地区で最初に立ち上げ
られ、以後 年度に 地区、 年度に 地区が順次設立され、 年 月の勝山地区を
















）本稿の はじめに と 地域分権政策の目標・目的、構成要素 については、初谷編著［ ］の







現在のように全国自治体に 地域分権 が拡がりを見せる以前から、 地域自治 を担う
地域人材の確保や充実については、既に多くの議論や実践が重ねられている。参照できる先
進事例の情報やそれらについての先行研究も山積している。しかし、従来、 地域人材の発















































































）名和田［ ］、 頁。名和田は 決定権限の地域分散の構造 として都市内分権を理論化している。
名和田［ ］、名和田編［ ］参照。
自治体の 支所 と住民参加の 地域自治組織 には、分割された区域内の住民の意思を
自治体本庁へ媒介する機能や、区域内の地域課題を明らかにして課題解決の優先順位を決定
し、課題解決のために必要な公共サービスを選択し決定するなど、 公共的な意思決定











める必要がある。政策過程は、 政策立案、 政策決定、 政策実施、 政策終了、 政策


























て導入する 目的 について問うと、回答は、 市町村合併で市域が拡大し、旧町村等の











































































































下関市の場合、まず、市行政側において 年 月に 下関市における地域内分権の推進
方向 が策定された。次いで、 年度を構想期間とする 第 次下関市総合計画
（基本構想・基本計画）平成 年度 平成 年度 の第 章第 節に、地域内分権が位置づ
けられた。 年 月に 下関市住民自治によるまちづくり推進計画 （計画期間 年、第
期計画に相当）が策定された。これらは 行政計画 に当たる。そして今、 地
区のまちづくり協議会が立ち上がったことから、今後、 、 年経過後に、地域の意見を十
分に反映させつつ、 、 年かけて各地区の地域のビジョンである まちづくり計画 （
地域自治組織による計画 に当たる）が策定されることが期待されている。
法的担保




下関市の場合、 年 月に 下関市住民自治によるまちづくりの推進に関する条例 が
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つ、従来、 まちづくり協議会への地域分権 として議論されてきた内容を 住民自治によ
るまちづくり と位置づけ、その推進について定めている。したがって、同条例では 住民
自治によるまちづくり を 市民等が合意に基づき、地区における共通の課題の解決や地域













働できる 場 を確保し組織化する必要がある。そのため、 活動組織 として、市行政側に
は 支所・出張所等の組織 や、地域分権を専ら担当する 専担













域支援課が置かれていたが、 年度の組織変更で まちづくり推進部 が新設され、 部
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中東 平成 年 月 日 自治連合会 カラトピア 階
西部 平成 年 月 日 自治連合会 西部公民館
向洋 平成 年 月 日 自治連合会 向山小学校
山の田 平成 年 月 日 自治連合会 勤労婦人センター
彦島 平成 年 月 日 自治連合会 彦島公民館
長府 平成 年 月 日 商店街協同組合 豊浦小学校
長府東部 平成 年 月 日 自治連合会 長府小学校
東部 平成 年 月 日 自治連合会 小月公民館
勝山 平成 年 月 日 自治会連合会 勝山公民館
内日 平成 年 月 日 自治連合会 内日公民館
川中 平成 年 月 日 自治会 川中公民館
安岡 平成 年 月 日 自治会連合会 安岡公民館
吉見 平成 年 月 日 中学校運営協議会 吉見公民館
菊川 平成 年 月 日 自治連合会 菊川総合支所第 庁舎
豊田 平成 年 月 日 自治会連合会 豊田生涯学習センター
豊浦 平成 年 月 日 自治会連合会 豊浦コミュニティ情報プラザ















ターに 学科からなる 下関未来大学 を開校しており、 年度からは まちづくり・ひ
とづくり学科 を設置し、 月の全 回、地域活動の担い手を志す市民に対し広く門戸
を開いている。
施設・設備



















下関市では、より地域側が 実施 に関われる方が 住民自治によるまちづくり の呼称に
相応しいのではないかと判断されたようである。
また、市では、まちづくり協議会に対する財政支援として、設立に際して 設立準備補助
金 を、設立後については、 年度から まちづくり協議会運営補助金 及び まちづく










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































関係する組織管理・人事管理を担う 管理職 の段階、 地域分権政策に基づく様々な施
策・事業の企画・実施を担う 地域分権専担者 の段階、 地域分権政策に基づき展開され
る施策・事業のうち市とまちづくり協議会の協働事業についての 協働事業担当者 の段



























































































筆者はかつて官民連携（ パブリック プライベート パートナーシップ）及び
政策の観点から 地域人材 の意味を整理し、自治体が設置に関わる生涯学習機関の系譜
と、その中で特に 地域人材 を継続的に輩出する仕組みとして運営されている 地域市民

















）文部科学省による コミュニティ・スクール（学校運営協議会）の指定状況 （平成 年 月 日現
在）によれば、山口県では市町立全小・中学校が指定され、全国 校の指定校数のうち都道府県別で
最多の 校と、続く東京都（ 校）を大きく上回る。市区町村別で見ると、下関市は 校（小学校
校、中学校 校）と、続く山口市（ 校）を上回る県内最多となっており、各校で多様な活動が展開され
ている。
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）下関市の地域分権政策の調査研究については、 年 月同市を訪問調査して以来、同年 月、筆者の
大学院担当科目 地域政策特殊講義 の事例研究（特別講義 星出恒夫 総合政策部政策調整監（当時））










名和田是彦［ ］ コミュニティの法理論 、創文社。
───［ ］ 近隣政府・地域自治のしくみを考える 市政研究 第 号。
───［ ］ コミュニティの自治─自治体内分権と協働の国際比較 、日本評論社。
初谷勇［ ］ 公共マネジメントと 政策 、ぎょうせい。
───［ ］ 協働 と 地域分権 の総合的展開における市民社会組織の方向性─東大阪市
リージョンセンター企画運営委員会を事例として─ 地域と社会 、第 号、大阪商業大学比
較地域研究所、 頁。
───［ ］ 地域分権の制度設計と行程選択 日本地方自治研究学会編 地方自治の深化 清文
社。
───［ ］ ローカル・ガバナンスを担う地域人材育成─都市自治体調査を踏まえて─ 大阪
商業大学論集 第 巻第 号（通号 号）。
初谷勇編著［ ］ 地域分権 講義─導入から展開へ─ 大阪公立大学共同出版会。
八尾市、 地方自治研究機構［ ］ 八尾市における地方分権の推進に関する調査研究 八尾市、
地方自治研究機構。
ウェブサイト（いずれも 年 月 日閲覧）
下関市 住民自治によるまちづくり
下関市議会
下関市立大学 下関未来大学
杉並区 すぎなみ地域大学
静岡市 静岡市人材養成塾 地域デザインカレッジ
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